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研究成果の概要（和文）：本研究は、人口問題の先進地である北海道を主たるフィールドとして、それに対処す
るインフラ縮小等各種連携政策を研究の上、社会技術と科学技術や空間制御の視点からの地方行財政論の再検討
と、問題に頑強で持続可能な地方行財政モデルの構築を目的とした。その結果、①関係者間の制度理解の齟齬を
解消しつつ機能・責任・リスクを分担するガバナンスを展開すること、②中心市が自治体間広域連携の費用を上
回る便益を創出する調整役を担うこと、③国が担う広域的マクロ政策と自治体が担う狭域的ミクロ政策とを的確
に仕分けながら、ときに不利益分担を伴う地方行財政システムを整備していくことが、連携の持続可能性を高め
ることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study focuses mainly on Hokkaido dealing with population problems and 
analyses various 'collaborations'. It re-examines existing theories from new perspectives, such as 
territorial management and an integration of social and scientific technology. It also constructs a 
sturdy and sustainable model for addressing population problems for their implementation. The study 
has revealed that the following measures may lead to an improvement of various collaborations: 1) 
the establishment of a mechanism in which parties involved, by eliminating any discord regarding 
their understanding of the system, will appropriately share the functions, the responsibilities, and
 the risks associated; 2) the assuming of a coordination by a leading city to produce benefits that 
exceed the costs involving wide-area collaborations; 3) the establishment of a system in which broad
 macro policies that should be handled by the central government will be properly distinguished from
 policies by local governments.

研究分野：行財政論

キーワード： 人口問題　北海道　持続可能性　ローカル・ガバナンス　公共政策　地方行財政　構造改革　インフラ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の、北海道を主たるフィールドとした先進的で包括的な地方行財政論の再検討と人口問題に対処する各種
「連携」事例の分析により、まず、実態を踏まえつつ、既存の理論的枠組みに社会技術と科学技術の融合や空間
制御といった新たな視点を加えたローカル・ガバナンス・モデルを構築するという学術的成果を得ることができ
た。また、それと往復しながら、実際の各種連携事例から課題を抽出するとともに、人口問題に連携して対処す
る関係者間の機能・責任・リスク分担手法や連携による費用対便益、マルチレベルの役割分担・分業関係の改善
等を通して整備していくべき地方行財政システムを提言し、社会実装もするという社会的貢献を果たした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1．研究開始当初の背景 
 全体的な人口減少と大都市部への人口集中という「人口（構造）問題」は日本全体の問題だが、北海道はその

意味における課題先進地域であり、未来日本の縮図である。ただし北海道の状況はより深刻で、例えば、開拓後

の地域発展を支えた産炭業がすでに斜陽化してしまっていること、農林水産業が様々な要因で本州とは異なる産

業構造となっていることなどにより、産業衰退と人口減少とがかなり直接的にリンクしているほか、積雪寒冷・

広域分散の特徴的条件により行政コストが高くつくという固有事情もある。本研究では、このいわば先進的極限

的事例としての北海道をフィールドとしつつ、人口問題に頑強で持続可能な地方行財政（ローカル・ガバナンス、

LG）に関する研究成果を全国・全世界に展開することを念頭に置いた。 
そうした LGを構築するべく、本研究では特に、地域で合意形成や実施運用が難しい、各種ハード・ソフト・イ
ンフラの縮小・撤退・閉鎖のための社会的意思決定にフォーカスした。これは地方にとっては厳しい現実である

ものの、LGを頑強で持続可能なものにするには必須である。もっともここでは、各種インフラの縮小・撤退・閉
鎖というオプションに固執せず、他の様々な価値にも目を向けることで、表層的な LG 研究に止まってしまわな
いよう注意した。上記の観点は農村社会学や経済地理学において先進的なものが見られるものの、行政学や行財

政論とは未接合であることから、こうして取り組む必要性は高いと考えられる。 
例えば、我が国では、少子高齢社会に対応するべく市町村合併・広域連携・定住自立権などの施策が総務省主

導で講じられてきたものの、北海道の市町村減少率は 15.6％に止まった。そうした中で試みられている広域連携
も、様々な社会的課題をどこまで解決できているか定かではない。自治基本条例やまちづくり条例が広がり住民

参加や官民協働のモデルも見られるが、むしろ人口減少によって肝心の行政活動やコミュニティ維持自体が困難

になりつつある。このことへ上記の視点で接近する研究は、緒に就いたばかりである。 
本研究では、上記の LGを構築するべく、社会技術（中央と地方、官と民の適切な役割分担・連携、不利益配分
の合意形成手法や、社会制度の設計・運用手法）と科学技術（健康・医療や交通・まちづくり・地域開発、ICT等）
との融合と利・活用を大きなコンセプトとしたい。というのも、1990 年代以降の行政学におけるガバナンス論
は、主として組織内・組織間関係の多元化、複雑化を分析対象とする点に特徴があった一方、ガバナンスの動態

に上記の社会・科学技術との融合・制御の視点でアプローチする余地を残していた。本研究はさらに、人口減少

に直面した地域の広域的課題へいかに対応するか、空間制御のガバナンス態様を問うという特色も持つ。こうし

て本研究では、従来のガバナンス論とは異なる新しい発展を志向した。 
 
2．研究の目的 
第 1に、各種インフラの縮小・撤退・閉鎖の社会的意思決定事例を研究することである。本研究の上記コンセ
プトに沿ってそうした事例を調査し、それが可能になった条件・要因を抽出する。 
第 2に、社会・科学技術を融合しながら、空間制御の観点を持った事例と理論との往復により LG論を精査す
ることである。従来の地方行財政論には、主として制度・政策論から接近してきた地方自治論、望ましい空間の

利用や人口・産業の配置を追求し、そのための土地利用、社会資本・産業整備といった政策を追求してきた国土

政策論、それと同時併行的な ICTの利・活用など、人口密度が低く広域分散型の社会の維持を目指した政策論な
どがあったが、これらを地域という単位で、持続可能性を指向する形で総合する公共政策的アプローチが今必要

になっている。 
第 3に、人口問題に頑強で持続可能な LGのモデルを構築することである。上記の成果を踏まえつつ、持続可
能な地域社会に相応しい国・地方自治体・住民・市場の 4者の役割・負担の分担と連携のモデル確立を到達点と
する。この成果は、道内自治体への政策提言に繋げその一部を自治体運営に反映させるほか、シンポジウム等を

通じて社会に発信し提言に発展させる。 
 

3．研究の方法 
 第 1に、人口問題に頑強で持続可能な LG構築に向けた理論的研究である。まず縮小社会の LGを検討した既存
諸研究を精査し、さらには、2000年代以降、財政健全化法制定や 3セク債導入などが、制度面の考察は進んでい



る一方で、地域レベルの実際の課題にどう対応しているのかについての考察が十分に進んでいないことを確認す

る。また近年、個人や組織の間の「関係性」を再評価し行政に広く市民社会を巻き込むことでその実効性・効率

性・正統性を高めるべきとするガバナンス論をレビューし、各種インフラの撤退等と対立し得る諸価値を整理し

ながら、人口構造変容下の実態分析とそれらの折り合いの付け方を検討する。 
 第 2 に、事例研究・実態調査である。人口減少社会の先進的極限的事例に関する現場の状況を把握するべく、
とりわけ問題がこじれ易い各種インフラの縮小・撤退・閉鎖に関する国内外の事例について、フィールドワーク

を交えて研究する。そこでは行政活動や住民組織の現状を現地でのインタビュー等で明らかにするとともに、新

たな自治体と住民との連携の動向や先進事例を洗い出す。事例分析では、社会・科学技術がどのように融合・利

用されているのかという独自の観点を持つ。最終的に研究成果を一般化し北海道外の地域にも応用する本研究の

最終目標からすれば、フィールドは道内に限られない。 
 第 3に、理論と実態の接合とモデルの構築である。上記の成果を踏まえ、人口問題に対して頑強で持続可能な
LGを構築するべく、その方法論・モデルの開発に取り組む。その際、理論研究で得られた「あるべき論」と事例
研究で把握される実態の評価結果とを比較対照し、それらの折り合いをつける社会・技術の融合のあり方に考え

を巡らせ政策提言に繋げる。 
 
4．研究成果 

2016 年度に取り組んだのは、①北海道内外自治体の実態把握、②LG の課題抽出、③以後の研究に向けた予
備的考察、2017年度に取り組んだのは、①既存政策の成果検証、②地域における社会技術と科学技術の現況調
査、③空間制御の観点からの LG のあり方についての検討、2018 年度に取り組んだのは、①論点整理と意見交
換、②人口問題に対して頑強で持続可能な LGモデルの検討、③成果発表と社会実装である。 
その詳細については「実施状況報告書」（https://kaken.nii.ac.jp/ja/report/KAKENHI-PROJECT-16K03458/16K0

34582017hokoku/）に記載済みのためここでは省略し、以下では本研究を通して得られた主な成果を整理する（5．
の業績とリンクしてある）。 
 
(1)	民間・NPO・地縁団体も交えた水平的な自治体間連携の事例を分析し、その課題を法的・財政的側面から検討
するとともに、公的・私的領域のガバナンスの脆弱性について、協定等とそれに基づく運営の実態から検証した。

その結果存在が明らかになった「協定等」の法的性格の理解の齟齬、すなわち、関係者間にある行政処分的認識

（いわゆる機関説・附款説を含む）から委任的認識までの大きな齟齬は、連携における機能・責任・リスクの分

担にも影響を与えている。また、全国で 7万件以上（2015年時点、総務省調査）展開されている指定管理者制度
に基づく事業のガバナンス構造は極めて多様かつ脆弱であり、そのこと自体が連携におけるコンプライアンスや

自治体内部統制の面で深刻な課題を生じさせていることも明らかになった。この影響は、①財政支出と民間の法
人格独立性の狭間の権利義務関係、②税務行政における認定、③労働関係法規にも及ぶ（業績：雑誌論文－②、
③、⑭、⑮、⑯、図書－①、⑦）。 
 
(2)	(1)の連携を法的側面のみならずその形成過程にまで視野を広げて検証することで、連携の諸課題の要因が、
①人的・財政的資源の制約と②リスクの実質的検証の欠如にあることが明らかになった。例えば、コミュニティ
と基礎自治体との連携事例で、協定等のリスク分担表を作成し「出来事・原因・分担・対応手法」に分けてそれ

を検討・設定しているものは皆無であった。このことは連携を不安定化させ、それが複数自治体に跨る圏域のも

のともなれば課題はさらに輻輳化する。また、自治体と民間の連携による公共施設の管理運営の災害時連携事例

を、自治体の所有権に基づく設置責任と民間の占有権に基づく管理運営責任の観点から分析した結果、機能・責

任・リスクの分担の課題が明らかになった。地域の「自助・共助・公助」の視点を含め、緊急時に指定管理等の

連携関係を変更・解除することの法的・政策的課題を整理・検討したところ、公共施設に避難した被災住民への

対応を協定でいかに位置付けるかといった問題が抽出された。なお、上記の議論の大前提として、実効性ある連

携ガバナンスの要素となる「エビデンス」について、法的エビデンスと政策的エビデンスに類型化した上で体系



的に検討した（業績：雑誌論文－④、⑤、⑩、⑪、図書－①、⑦）。 
 
(3)	国・都道府県から基礎自治体への連携・補完・支援のあり方を考察するとともに、基礎自治体間の水平的な
広域連携手法の意義と課題を検討した。上記の社会・科学技術に関しては、社会資本の老朽化や市町村における

技術職員不足が深刻化し、社会資本の維持管理をどのように行うべきかが大きな課題となっている実態と、修繕・

更新・撤去技術とともに維持管理を行う合意を形成するための社会技術のあり方が問われていることが明らかに

なった。また、広域連携が①自治政策による領域主義と国土政策の機能主義とを接合させながら進められている
こと、②成長志向と効率性を要素とした拠点主義とスケールメリット主義を特徴としていること、③中心市と周
辺自治体との意思疎通の違い、個々の自治体の社会経済的特性・産業構造・地域事情のバラツキの大きさ、広域

自治体のかかわりの弱さといった課題を抱えているとともに、連携のメリットがそのコストを上回るための調整

力が問われており、特に中心市の役割が鍵となることが明らかになった（業績：雑誌論文－⑫、学会発表－②、
図書－②、⑤）。 
 
(4)	現政権による地方創生政策に注目し、北海道と四国でヒアリングとインタビュー調査を実施し、他に先駆け
て包括的に政策現場の実態を描いた（業績：雑誌論文－⑦、⑧、⑱、学会発表－①、③、図書－②、③、⑥）。
その上で、一見矛盾する自治体担当者の認識（自治体の声は国に届きやすくなっているが、国から自治体へのコ

ントロールは強化されている）などがなぜ生じたのかについて、内閣主導による地方創生の政策決定過程にまで

遡って考察した（業績：雑誌論文－⑦、学会発表－①、③、図書－②、④、⑥）。この結果を踏まえ、①人口
問題対策において国が果たすべき役割（マクロな人口問題対策）を早急に検討する必要がある、②国がそうした
役割を果たしていく上で、現在の政策決定システムである内閣主導のあり方を再考するとともに、団体自治との

関係にも注意する必要がある、③人口問題対策に国と地方が連携して取り組んでいく上で、互いの立場や置かれ
た状況が理解できる人材を育成する必要があるといったことが示唆された（業績：雑誌論文－①）。 
 
(5)	「なり手不足」や質の問題が指摘される一方で、各地の未来に関する議論を牽引していくことが今後益々期
待される地方議員の役割とその変化について、空き家対策の現況から考察した。具体的には、まず国と自治体の

空き家問題への対応経緯を簡単に振り返り、空き家問題の要因を概観した上で、その全体像を踏まえつつ、参与

観察をした地方議員らとの政策論議の経緯と内容を整理・分析した（業績：雑誌論文－⑨）。この結果からは、
①我が国で全体として分権化が進んでいく中で、地方議員の果たすべき役割が質的にも量的にも増大していくこ
と、そのために、②社会として地方議員のなり手を育てていく必要があるとともに、③そこでは大学が地域と連
携しながら果たすべき役割も多いということを読み取るべきと思われる。 
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